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【借方】 （単位：円）

資産

Ⅰ固定資産

１有形固定資産

土地 2,473,404,366

建物 4,056,121,306

△ 1,322,698,334 2,733,422,972

構築物 357,000,354

△ 145,990,540 211,009,814

機械装置 9,882,000

△ 6,279,187 3,602,813

車両運搬具 3,801,520

△ 3,249,340 552,180

工具器具備品 803,333,192

△ 463,382,118 339,951,074

図書 1,389,888,034

美術品・収蔵品 4,955,082

有形固定資産合計 7,156,786,335

２無形固定資産

ソフトウェア 30,422,440

無形固定資産合計 30,422,440

３投資その他の資産

長期貸付金 14,120,000

投資その他の固定資産 29,960

投資その他の資産合計 14,149,960

　固定資産合計 7,201,358,735

Ⅱ流動資産

現金及び預金 465,821,799

未収入金 103,662,993

たな卸資産 335,508

　流動資産合計 569,820,300

　　　資産合計 7,771,179,035

貸 借 対 照 表

（令和3年3月31日）

　減価償却累計額

　減価償却累計額

　減価償却累計額

　減価償却累計額

　減価償却累計額
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【貸方】

負債

Ⅰ固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 981,294,294

資産見返寄附金 34,119,339

資産見返物品受贈額 1,083,654,713 2,099,068,346

長期リース債務 183,277,359

　固定負債合計 2,282,345,705

Ⅱ流動負債

運営費交付金債務 25,741,000

授業料債務 4,840,800

寄附金債務 80,495,623

未払金 303,811,398

短期リース債務 115,536,323

未払消費税等 278,300

預り科学研究費補助金等 26,761,506

預り金

給与預り金 11,856,551

その他の預り金 60,413,140 72,269,691

　流動負債合計 629,734,641

　　　負債合計 2,912,080,346

純資産

Ⅰ資本金

地方公共団体出資金

高崎市出資金 5,937,305,242

　資本合計 5,937,305,242

Ⅱ資本剰余金

資本剰余金

資本剰余金 61,387,642

損益外減価償却累計額（△） △ 1,194,566,032

　資本剰余金合計 △ 1,133,178,390

Ⅲ利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 30,000,000

教育研究の質の向上及び組織運営の

改善目的積立金 24,678,849

当期未処分利益 292,988

（うち当期総利益） (292,988)

　利益剰余金合計 54,971,837

　　　純資産合計 4,859,098,689

　　　負債・純資産合計 7,771,179,035
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費 599,060,307

研究経費 78,797,447

教育研究支援経費 130,513,080

受託研究費 6,680,400

役員人件費 8,275,506

教員人件費 1,373,847,688

職員人件費 483,699,852 2,680,874,280

一般管理費 186,391,208

財務費用

支払利息 2,943,668

雑損 18,468

経常費用合計 2,870,227,624

経常収益

運営費交付金収益 243,669,500

授業料収益 2,094,134,833

入学金収益 268,261,500

検定料収益 113,280,400

受託研究収益 6,680,400

寄附金収益 20,093,983

補助金等収益 2,000,000

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 69,264,295

資産見返寄附金等戻入 1,478,683

資産見返物品受贈額戻入 21,422,360 92,165,338

雑益 30,234,658

経常収益合計 2,870,520,612

経常利益 292,988

当期純利益 292,988

目的積立金取崩額 0

当期総利益 292,988

損 益 計 算 書 
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

－3－



（単位：円）

△ 2,499,947,472

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー 91,439,105

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 481,821,888

人件費支出 △ 1,897,360,209

その他の業務支出 △ 120,765,375

運営費交付金収入 359,018,468

授業料収入 1,942,065,032

入学金収入 283,912,500

検定料収入 113,280,400

受託研究収入 6,767,025

寄附金収入 45,669,560

補助金等収入 2,000,000

その他の収入 29,599,015

預り科学研究費補助金の収支差額 12,125,580

その他の預り金等の収支差額 2,044,950

業務活動によるキャッシュ・フロー 296,535,058

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 39,526,723

無形固定資産の取得による支出 △ 5,120,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 44,647,223

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 129,173,827

利息の支払額 △ 2,943,668

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 132,117,495

Ⅳ資金増加額（又は減少額） 119,770,340

Ⅴ資金期首残高 346,051,459

Ⅵ資金期末残高 465,821,799

１.資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 465,821,799 円

資金期末残高 465,821,799 円

キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益

292,988

当期総利益 292,988

Ⅱ　利益処分額

積立金 0

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

教育研究の質の向上及び組織運営の

改善目的積立金 292,988 292,988 292,988

利益の処分に関する書類
（令和３年８月６日）
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（単位：円）

Ⅰ業務費用

(1)損益計算書上の費用

業務費 2,680,874,280

一般管理費 186,391,208

財務費用 2,943,668

雑損 18,468 2,870,227,624

(2)（控除）自己収入等

授業料収益 △ 2,094,134,833

入学金収益 △ 268,261,500

検定料収益 △ 113,280,400

受託研究収益 △ 6,680,400

受託事業等収益 0

寄附金収益 △ 20,093,983

補助金等収益 △ 2,000,000

資産見返運営費交付金等戻入（授業料） △ 18,468

資産見返寄附金戻入 △ 1,478,683

財務収益 0

雑益 △ 20,047,625 △ 2,525,995,892

業務費用合計 344,231,732

Ⅱ損益外減価償却相当額 106,799,588

Ⅲ引当外賞与増加見積額 1,551,889

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 49,447,080

Ⅴ機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額

された使用料による貸借取引の機会費用 0

地方公共団体出資の機会費用 5,803,773 5,803,773

Ⅵ行政サービス実施コスト 507,834,062

行政サービス実施コスト計算書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

－6－



重要な会計方針

1. 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しております。

運営費交付金収益のうち退職一時金に充当されるものについては費用進行基準、事業の終了が翌事業年度以降と

なるものに充当されるものについては業務達成基準を採用しております。

2. 減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物 2～38年

構築物 2～22年

工具器具備品 3～15年

但し、所有権移転外ファイナンスリース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によっております。

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額

として資本剰余金から控除し、表示しております。

高崎市より承継した固定資産については、承継時の残存耐用年数をもって、耐用年数としております。

（2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）で償却を実施しております。

3. 固定資産の減損の会計処理方法

「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準」に基づいて処理しております。

4. 引当金の計上基準

（1）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金より財源措置されるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

（2）賞与引当金及び見積額の計上基準

賞与については、翌年度以降に交付される運営費交付金において財源措置されるため、賞与に係る引当金は

計上しておりません。

（3）貸倒引当金（徴収不能引当金）の計上基準

徴収不能引当金は、債権の回収可能性を個別に勘案し、計上しております。

5. たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法により評価しております。

6. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

令和3年3月末における10年利付国債の利回りを参考に0.120％で計算しております。

７. リース取引の会計処理

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理を行っております。

８. 消費税及び地方消費税の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式により行っております。

重要な会計方針の変更

本事業年度より研究費で購入する図書について、1万円以上かつ保存年限1年以上の図書を図書費で購入・管理し、

それ以外の図書は消耗品として取り扱っております。

－7－



注記

1. 貸借対照表関係・損益計算書関係

（1）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額

（高崎市からの派遣職員に対する退職給付見積額は、上記の金額に含まれません。）

（2）当期の運営費交付金により財源措置されない引当外賞与の見積額

2. キャッシュ・フロー計算書関係

（1）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金

資金期末残高

（2）重要な非資金取引

　　無償譲与による資産の取得現物寄附による資産・物品の受入額

      ファイナンスリースによる資産の取得

３. 行政サービス実施コスト計算書関係

引当外退職給付増加見積額の中には、高崎市からの派遣職員に係る13,862,338円が含まれております。

４. 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

５. 減損会計関係

該当事項はありません。

６. 重要な後発事象

該当事項はありません。

465,821,799 円

542,063,049 円

128,020,654 円

465,821,799 円

21,709,724 円

152,570,000 円

－8－



附 属 明 細 書



（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産

　　　除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物 3,539,333,850 - - 3,539,333,850 1,175,561,033 106,799,588 - - - 2,363,772,817

工具器具備品 19,005,000 - - 19,005,000 19,004,999 - - - - 1

計 3,558,338,850 - - 3,558,338,850 1,194,566,032 106,799,588 - - - 2,363,772,818

建物 446,574,456 70,213,000 - 516,787,456 147,137,301 31,033,466 - - - 369,650,155

構築物 330,204,354 26,796,000 - 357,000,354 145,990,540 24,441,316 - - - 211,009,814

工具器具備品 631,758,192 152,570,000 - 784,328,192 444,377,119 140,953,950 - - - 339,951,073

図書 1,372,515,031 27,152,236 9,779,233 1,389,888,034 - - - - - 1,389,888,034

機械装置 9,882,000 - - 9,882,000 6,279,187 1,235,250 - - - 3,602,813

車両運搬具 3,801,520 - - 3,801,520 3,249,340 563,980 - - - 552,180

計 2,794,735,553 276,731,236 9,779,233 3,061,687,556 747,033,487 198,227,962 - - - 2,314,654,069

土地 2,473,404,366 - - 2,473,404,366 - - - - - 2,473,404,366

美術品・収蔵品 4,955,082 - - 4,955,082 - - - - - 4,955,082

建設仮勘定 2,376,000 297,000 2,673,000 - - - - - - - 

計 2,480,735,448 297,000 2,673,000 2,478,359,448 - - - - - 2,478,359,448

土地 2,473,404,366 - - 2,473,404,366 - - - - - 2,473,404,366

建物 3,985,908,306 70,213,000 - 4,056,121,306 1,322,698,334 137,833,054 - - - 2,733,422,972

構築物 330,204,354 26,796,000 - 357,000,354 145,990,540 24,441,316 - - - 211,009,814

工具器具備品 650,763,192 152,570,000 - 803,333,192 463,382,118 140,953,950 - - - 339,951,074

図書 1,372,515,031 27,152,236 9,779,233 1,389,888,034 - - - - - 1,389,888,034

美術品・収蔵品 4,955,082 - - 4,955,082 - - - - - 4,955,082

機械装置 9,882,000 - - 9,882,000 6,279,187 1,235,250 - - - 3,602,813

車両運搬具 3,801,520 - - 3,801,520 3,249,340 563,980 - - - 552,180

建設仮勘定 2,376,000 297,000 2,673,000 - - - - - - - 

計 8,833,809,851 277,028,236 12,452,233 9,098,385,854 1,941,599,519 305,027,550 - - - 7,156,786,335

ソフトウェア 68,001,294 4,482,500 21,753,360 50,730,434 20,307,994 13,331,970 - - - 30,422,440

計 68,001,294 4,482,500 21,753,360 50,730,434 20,307,994 13,331,970 - - - 30,422,440

長期貸付金 6,800,000 7,320,000 - 14,120,000 - - - - - 14,120,000

預託金 29,960 - - 29,960 - - - - - 29,960

計 6,829,960 7,320,000 - 14,149,960 - - - - - 14,149,960

注記

１.工具器具備品の当期増加額は、６号館等コンピューター教室システム（137,280千円）などによるものです。

差引当期末残高 摘　要資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

投資その他の
資　　　　産

減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

有形固定資産
（特定償却
資産）

有形固定資産
（特定償却

　資産以外）

非償却資産

有形固定資産
合　　　　計

無形固定資産
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（２）たな卸資産の明細

（単位：円）

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

切手類 199,327 1,502,100 - 1,453,769 - 247,658 

Ａ重油 87,850 - - - - 87,850 

合　　　計 287,177 1,502,100 - 1,453,769 - 335,508 

（３）有価証券の明細

　　　　　該当事項はありません。

（４）長期貸付金の明細

（単位：円）

回収額 償却額

糸井商事スポーツ活動
奨励奨学金

6,800,000 7,320,000 - 14,120,000 

合　　　計 6,800,000 7,320,000 - - 14,120,000 

（５）長期借入金の明細

　　　　　該当事項はありません。

（６）公立大学法人債の明細

　　　　　該当事項はありません。

（７）引当金の明細

　　　　　該当事項はありません。

（８）資産除去債務の明細

　　　　　該当事項はありません。

（９）保証債務の明細

　　　　　該当事項はありません。

区　　　分 摘　要

当期増加額 当期減少額

期 首 残 高 期 末 残 高

区　　　分 期 首 残 高 当期増加額

当期減少額

期末残高 摘　要
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（１０）資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期 首 残 高 当期増加額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘　要

資 本 金 地方公共団体出資金 5,937,305,242 - - 5,937,305,242

計 5,937,305,242 - - 5,937,305,242

資本剰余金 無償譲与 1,955,082 - - 1,955,082

目的積立金 59,432,560 - - 59,432,560

損益外減価償却累計額 △ 1,087,766,444 - △ 106,799,588 △ 1,194,566,032

計 △ 1,026,378,802 - △ 106,799,588 △ 1,133,178,390

（１１）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

　（１１）－１積立金の明細

（単位：円）

期 首 残 高 当期増加額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘　要

30,000,000 -            - 30,000,000 

17,098,749 7,580,100 - 24,678,849 

- - - - 

47,098,749 7,580,100 - 54,678,849 

　（１１）－２目的積立金取崩しの明細

　　　　　該当事項はありません。

（１２）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　（１２）－１運営費交付金債務

（単位：円）

運営費交付
金 収 益

資 産 見 返
運営費交付金

資 本 剰 余
金

小　　　計

令和２年度 - 359,000,000 243,669,500 89,589,500 - 333,259,000 25,741,000 

合　　　計 - 359,000,000 243,669,500 89,589,500 - 333,259,000 25,741,000 

　（１２）－２運営費交付金収益

（単位：円）

令和2年度
交付分

合　　　計

28,813,500 28,813,500 

214,856,000 214,856,000 

243,669,500 243,669,500 

（１３）運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細

（単位：円）

期 首 残 高交 付 年 度

業務等区分

期間進行基準によるもの

合　　　計

費用進行基準によるもの

前中期目標期間繰越積立金

区　　　分

区　　　分

教育研究向上・組織運営改善目的積立
金

合　　　計

積立金

期末残高
交 付 金
当期交付額

当 期 振 替 額

建設仮勘定 資産見返

見返補助金等 補助金等

高崎市ふるさと納税

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に

関する大学等支援金

高崎市
直接

経費
- 2,000,000  - - - - 2,000,000  - -   

直接

経費
- 2,000,000 - - - - 2,000,000 - -

間接

経費
- - - - - - - - -

計 - 2,000,000  - - - - 2,000,000  - -

合　　　計

名　　称 交付元
当期

交付額
摘要

資本

剰余金

長期預り

補助金等
収益

当 期 振 替 額
期末

残高

期首

残高

経費

の別 その

他
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（１４）役員及び教職員の給与の明細

（単位：円、人）

法定福利費

金 額 支 給 人 員 金 額 金 額 支 給 人 員

役 員 常 勤 6,421,250 1 - - - 

非 常 勤 1,854,256 5 - - - 

計 8,275,506 6 - - - 

教 職 員 常 勤 1,356,015,438 165 273,792,137 23,492,002 3 

非 常 勤 196,930,810 237 7,317,153 - - 

計 1,552,946,248 402 281,109,290 23,492,002 3 

合 計 常 勤 1,362,436,688 166 273,792,137 23,492,002 3 

非 常 勤 198,785,066 242 7,317,153 - - 

計 1,561,221,754 408 281,109,290 23,492,002 3 

　　　　　該当事項はありません。注記

１.役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要

（１）役員報酬

役員に対する報酬については、「公立大学法人高崎経済大学役員報酬規程」に基づき支給して

おります。

（２）退職手当

役員に対する退職手当については、「公立大学法人高崎経済大学役員退職手当規程」に基づき

支給しております。

２.教職員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要

（１）教職員給与

教職員に対する報酬については、「公立大学法人高崎経済大学職員給与規程」及び「公立大学

法人高崎経済大学有期雇用職員就業規則」に基づき支給しております。

（２）退職手当

教職員に対する退職手当については、「公立大学法人高崎経済大学職員退職手当規程」に基づき

支給しております。

３.支給人員の数は、期間内の平均支給人員数を記載しております。

４.本表の支給額には、共済費等の法人負担分を含みます。

　 また、労働保険（雇用保険・労災保険）の概算保険料も含みます。

（１５）開示すべきセグメント情報

　　　　　該当事項はありません。

区　　　分
報 酬 又 は 給 料 等 退 職 給 付
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（１６）業務費及び一般管理費の明細

（単位：円）

教育経費

消耗品費 16,914,411

備品費 8,591,803

印刷製本費 13,994,848

水道光熱費 27,602,332

旅費交通費 5,957,452

通信運搬費 8,742,220

賃借料 14,784,129
福利厚生費 6,600
保守費 34,453,728

修繕費 6,112,700

損害保険料 198,620

広告宣伝費 648,780

行事費 1,636,194

諸会費 1,930,554

会議費 1,107,024

報酬・委託・手数料 101,402,209

奨学費 232,384,819

減価償却費 122,591,884 599,060,307

研究経費

消耗品費 28,870,074

備品費 11,820,967

印刷製本費 4,237,758

水道光熱費 4,303,424

旅費交通費 1,763,664

通信運搬費 1,281,463

賃借料 41,989

保守費 2,502,555

修繕費 1,383,800

諸会費 4,557,384

報酬・委託・手数料 13,237,460

減価償却費 4,708,399

租税公課 88,510 78,797,447

教育研究支援経費

消耗品費 3,418,951

水道光熱費 4,843,148

通信運搬費 5,701,390

保守費 22,453,584

修繕費 662,200

諸会費 236,000

報酬・委託・手数料 38,411,175

減価償却費 45,025,867

図書費 9,760,765 130,513,080

受託研究費

賃金 116,113

消耗品費 1,638,778

旅費交通費 54,283

賃借料 305,856

福利厚生費 22,396

諸会費 7,000

報酬・委託・手数料 4,535,974 6,680,400
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役員人件費

役員報酬 5,925,000

役員通勤手当 494,856

役員賞与 1,855,650 8,275,506

教員人件費

常勤教員給与

教員給料 579,914,485

教員諸手当 164,209,418

教員賞与 256,608,930

教員退職給付費用 22,247,702

教員法定福利費 209,953,506 1,232,934,041

非常勤教員給与

教員給料 139,592,600

教員通勤手当 1,321,047 140,913,647 1,373,847,688

職員人件費

常勤職員給与

職員給料 206,260,015

職員諸手当 58,273,900

職員賞与 90,748,690

職員退職給付費用 1,244,300

職員法定福利費 63,838,631 420,365,536

非常勤職員給与

職員給料 21,224,400

職員諸手当 966,519

職員通勤手当 1,766,008

職員賞与 7,516,164

職員法定福利費 7,317,153

職員賃金 24,544,072 63,334,316 483,699,852

一般管理費

消耗品費 11,172,522

備品費 1,157,460

印刷製本費 895,840

水道光熱費 2,020,514

旅費交通費 1,420,862

通信運搬費 6,931,107

賃借料 6,307,886

車両燃料費 82,176

福利厚生費 1,827,195

保守費 15,329,886

修繕費 2,665,454

損害保険料 1,900,519

広告宣伝費 15,086,720

行事費 4,512

諸会費 39,707,629

会議費 4,960

報酬・委託・手数料 39,533,984

減価償却費 39,233,782

交際費 108,000

租税公課 1,000,200 186,391,208
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（１７）寄附金の明細

（単位：円、件）

件 数

3,570 

3,570 

（１８）受託研究の明細

（単位：円）

経費の別 期 首 残 高 当 期 受 入 額 受託研究収益 期 末 残 高

直 接 経 費 - - - - 

間 接 経 費 - - - - 

直 接 経 費 - - - - 

間 接 経 費 - - - - 

直 接 経 費 - 121,275 121,275 - 

間 接 経 費 - - - - 

直 接 経 費 - 5,141,125 5,141,125 - 

間 接 経 費 - 1,418,000 1,418,000 - 

直 接 経 費 - 5,262,400 5,262,400 - 

間 接 経 費 - 1,418,000 1,418,000 - 

（１９）共同研究の明細

　　　　　該当事項はありません。

（２０）受託事業等の明細

　　　　　該当事項はありません。

（２１）科学研究費補助金等の明細

　（２１）－１科学研究費補助金の明細

（単位：円、件）

件 数

注記

１.表中、当期受入額下欄には間接経費相当額を記載し、上段の（　　）書き欄には直接経費相当額及び共同研究者

　 への分配金を外数で記載しています。

２.他大学からの分担金を含めて記載しています。

　（２１）－２その他の補助金の明細

　　　　　該当事項はありません。

合　　　計

27 
4,015,500 

摘　　　要

18 
1,959,285 

区　　　分

5 

当 期 受 入 額

（838,946）

522,248 
科学研究費（基盤研究Ａ）

科学研究費（基盤研究Ｂ）

科学研究費（基盤研究Ｃ）
（12,086,792）

（100,000）
1 

30,000 

科学研究費（研究活動スタート支援） 3 

14 

委　託　者

地方公共団体（設立団体）

国

地方独立行政法人等（設立団体）

地方公共団体等（設立団体以外）

摘　　　要

教育研究事業 57,584,724 

57,584,724 

うち現物寄附21,709,724円（2,906件）

合　　　計

区　　　分 当 期 受 入 額

合　　　計
（28,868,174）

68 
10,187,033 

（3,939,768）

（262,678）

科学研究費（学術変革領域研究）

60,000 

科学研究費（若手研究）
（11,639,990）

3,600,000 
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（２２）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　（２２）－１現金及び預金の明細

（単位：円）

備　　考

　（２２）－２資産見返物品受贈額の明細

（単位：円）

備　　考

　（２２）－３未払金の明細

（単位：円）

金　　額 備　　考

39,800,200 

33,220,547 

11,973,744 

10,579,800 

208,237,107 

303,811,398 

種　　　別 金　　額

現金 57,275 

つり銭準備金 70,000 

小口現金 100,000 

普通預金 465,594,524 

合　　　計 465,821,799 

種　　　別 金　　額

構築物 102,618,143 

合　　　計 1,083,654,713 

工具器具備品 6 

図書 981,036,564 

区　分

図書館1階事務室4・5階空調設備更新工事

インターネットサーバーシステム借上料

その他

合　　　計

文化サークル棟建設費償還補助金

１号館６階空調設備更新工事
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（２３）関連公益法人等の概要等

　（２３）－１関連公益法人等の概要

法人名称等 業務の概要
公立大学法人

との関係

特定非営利活動法人
高崎まちなか教育活動センター
あすなろ

（１）コミュニティカフェ運営事業
（２）市民文化活動支援事業
（３）文化、教育振興に関する事業
（４）文化、教育、商業振興に関する調査
　　研究事業
（５）地域情報発信事業
（６）その他上記事業の推進に関して必要
　　となる事業

関連公益法人

　（２３）－２関連公益法人等と当法人との取引の関連図

　（２３）－３関連公益法人等の財務状況

　（２３）－４関連公益法人等の基本財産等の状況

　　　　　関連公益法人等の基本財産に対する出捐、拠出、寄付等の明細並びに関連公益法人の運営費、事業費等に

　　　　　充てるための当該年度において負担した会費、負担等の明細

（単位：千円）

法人名称 金額

役員の氏名

理事長　　富沢　好隆
副理事長　墨谷　佐織
監事　　　井上　雅行（監事）
監事　　　高見澤　隆（監事）

公立大学法人高崎経済大学
特定非営利活動法人

高崎まちなか教育活動センター
あすなろ

明細

特定非営利活動法人
高崎まちなか教育活動センター
あすなろ

10,692 令和２年度運営委託料

市民文化活動と学生のキャリア形成支援の場となる

コミュニティカフェ運営等の業務を実施

市民文化活動と学生のキャリア形成支援の場となる

コミュニティカフェ運営等の業務を委託

（単位：千円）

事業活動

収入

A

事業活動

支出

B

事業活動

収支差額

C=A-B

特定非営利活動法人

高崎まちなか教育活動センター

あすなろ

3,805 1,824 1,981 17,732 16,556 1,176 1,054

資産 負債 備考

事業活動収支の部

当期

収支差額
正味財産

法人名称

財務状況（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）
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公立大学法人　高崎経済大学


